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序  文 

 

ウルグアイ国（１人当たり GDP3,648 ドル）は、約 310 万人の人口に対し、比較的広大な

国土（日本の約半分）を有していることから、これまで水質汚濁等の環境問題は軽視され

る傾向にありました。他方で、モンテヴィデオ県を中心とする首都圏には、全人口の約 6

割（約 190 万人）が集中しており、農産品加工工場等が多数存在しています。さらに、産

業廃棄物によるクロムや鉛等の重金属による土壌汚染や大量の固形廃棄物処理問題が深刻

化しつつあります。このような背景から、2001 年 6 月に、同国政府は我が国に対し、首都

圏における水資源管理にかかるマスタープラン作成のための本調査実施を要請しました。 

これを踏まえて当機構は予備調査団、事前調査団を派遣し、2002 年 12 月 5 日に S/W の署

名・交換のうえ、実施機関である住宅土地整備環境省環境局（以下 DINAMA）に対するキャ

パシティディベロップメントを機軸とした政策支援型の開発調査を2003年 10月より 3年 4

ヶ月にわたり実施しました。 

当機構は、本件協力の終了を控え、2006 年 11 月 11 日から 2006 年 12 月 3 日まで、当機

構国際協力専門員山田泰造を団長とするモニタリング調査団を派遣し、ドラフトファイナ

ルレポートに係るカウンターパートとの協議を行いました。また、本開発調査内で実施し

たパイロットプロジェクト等を通じた能力向上に係る活動について、試行的に技術協力プ

ロジェクトの評価基準に準じて評価を行いました。これらの評価結果は、カウンターパー

トへの説明・協議をへて、参考資料としてミニッツに添付致しました。 

本報告書はこの評価結果を中心にモニタリング協議結果を取りまとめたもので、今後の

援助協力を効果的、効率的に実施してゆくための参考として、広く活用されることを願う

ものです。 

終わりに、この調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、国土交通省、

環境省、在ウルグアイ日本国大使館など、内外の各関係機関の方々に深く謝意を表すると

ともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 18 年 12 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 

 部長 伊藤 隆文
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第１章 現地モニタリング調査の概要 

 

１－１ 本プロジェクトの背景及び案件概要 

１－１－１ 本開発調査の概要 

ウルグアイ東方共和国（１人当たり GDP3,648 ドル）は、約 310 万人の人口に対し、比較

的広大な国土（日本の約半分）を有していることから、これまで水質汚濁等の環境問題は軽

視される傾向にあった。 

他方で、モンテヴィデオ県を中心とする首都圏には、全人口の約 6割（約 190 万人）が集

中しており、農産品加工工場等が多数存在している。さらに、産業廃棄物によるクロムや鉛

等の重金属による土壌汚染や大量の固形廃棄物処理問題が深刻化しつつある。このような背

景から、2001 年 6 月に、同国政府は我が国に対し、首都圏における水資源管理にかかるマ

スタープラン作成のための本調査実施を正式に要請した。 

しかしながら、本件に関しては、上述のとおり下水処理問題、廃棄物問題、及び地下水汚

染等、調査範囲が多岐に渡る他、要請内容に不明確な点があったことから、予備調査団を同

年 10 月に派遣した。その結果、予備調査団派遣後の補足調査により、米州開発銀行支援に

よる類似案件が存在し、当該案件と重複する可能性が高いことが判明した。そのため、当初

想定していた調査内容を修正し、実施機関である住宅土地整備環境省環境局（以下 DINAMA）

に対するキャパシティ・ディベロップメントを機軸とした政策支援型の調査案件として検討

を開始した。 

さらに、外務公電により、「ウ」国政府より、当初の案件名「モンテヴィデオ及び首都圏

水資源管理のための環境マスタープラン」から、当該案件名への変更を了承する旨の口上書

を受領した。 

これらの背景から、JICA は 2002 年 12 月に事前調査団を派遣し、12 月 5 日に S/W の署名・

交換を行った。この S/W に基づいて本格調査を実施する。本調査の概略は以下の通り。 

 

【調査期間】2003 年 10 月 ～ 2007 年 1 月 

【上位目標】 

モンテヴィデオ首都圏の河川の水質が向上し、住民の衛生環境が改善される。また、将来

における水質悪化が未然に防止される。 

【案件の目標】 

モンテヴィデオ首都圏における DINAMA（住宅土地整備環境省環境局）と関係諸機関の水

質監理能力が向上する。 

【成果】 

１．モンテヴィデオ首都圏の総合的な水質管理強化のための統合 M/P1が策定される。 

                                                  
1 統合 M/P は、関連諸機関が各々の権限責任の範囲内で M/P や M/P もどきのものを樹立・策定することを回

避し、ひとつの体系的総合的な水質管理体制を目指すという意味で「統合」を冠するものである。従って、

調査結果を踏まえ水質管理のための具体的な行動の①主体（誰が）、②客体（何を）、③時期（どのような

タイミングで）、④方法（どのようなやり方で）等を明記した実効性の高い行動計画が主な内容として含ま

れる。 
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これには以下のテーマが含まれる。 

 DINAMA を初めとする各関係機関の水質管理に係る体制の強化 

 DINAMA と関係諸機関との調整能力の強化 

 水質管理における関連情報の整理、整備と体系化、及び活用 

 水質管理に係る環境基準、技術標準、業務標準の改善 

 啓蒙普及と市民参加の推進 

２．DINAMA に対し、関連諸機関と連携しつつ水質管理向上に必要な行動を実行するため

の技術移転が行われる。 

３．上記 1.と 2.の実施の過程で、DINAMA と関連諸機関に対し、オーナーシップに配慮し

つつキャパシティ･ディベロップメントが図られる。 

【活動】 

１．フェーズ Ｉ：現状把握と課題分析 

(1) 水質管理体制（関連諸機関との調整メカニズム含む）に関する実態調査 

(2) 主要河川水質のサンプリング調査(C/P 主体で） 

(3) 水質管理の関連情報の整備状況の把握と課題分析 

(4) 水質管理に係る環境基準、技術標準、業務標準の実態と課題分析 

(5) 汚染源対策の実態 

(6) 関連法規の整理（慣習法含めて） 

２．フェーズ Ⅱ：ドラフト統合 M/P の策定とパイロットプロジェクトの実施 

(1)ドラフト統合 M/P の策定  

1) DINAMA の水質管理体制及び関連諸機関との調整メカニズムの改善策の検討 

2) 水質管理の関連情報の整理、整備と体系化、及び活用 

3) 水質管理に係る環境基準、技術水準と、その業務標準の改善 

4) 普及啓蒙及び市民参加の推進 

(2) パイロットプロジェクトの実施 

1) 河川水質管理に係る関係諸機関との共同試行 

2) 環境白書（仮称)の発行及び持続的発行体制の検討 

3) 各種手順書類の整備及び持続的更新体制の検討 

4) 普及啓蒙活動 

5) 市民参加推進活動 

6) 上記調査結果を踏まえたドラフト統合 M/P 案の作成 

３．フェーズ Ⅲ：ドラフト統合 M/P の実行とフォローアップ  

ドラフト統合 M/P の試行と課題抽出 

ドラフト統合 M/P の試行に係る改善策と中間評価の検討 

４．フェーズ Ⅳ：ファイナル統合 M/P の策定  

上記調査結果に基づくドラフト統合 M/P の最終見直し 

水質管理実施体制、関連諸機関との合意事項確認 

水質管理の関連情報の整理、整備と体系化、及び活用促進体制の構築 

水質管理に係る環境基準、技術標準と、その業務標準の改善体制の構築 
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１－２ 現地モニタリング調査の概略 

（１）目的 

2007 年 1 月の本調査終了に先立ち、2006 年 11 月に、以下の目的で現地モニタリング調

査を実施した。調査団は通例の開発調査同様にドラフトファイナルレポートに係る本格調

査団とカウンターパート側の協議に立会い、両者で取り交わされるドラフトファイナルレ

ポートに関する Minute of Meeting の署名に立ち会った。これに加えて、調査期間中にパ

イロットプロジェクトの実施、ドラフト統合 M/P の実行を含めるなど能力向上を目的とし

た活動を行った本件に対し、技術協力プロジェクト同様に評価 5項目の観点から評価を行

い、今後の教訓提言を導くことを目的のひとつとしている。また、平成 18 年度新規要請

案件として要望の出ている技術協力プロジェクト「サンタルシア川流域汚染源管理プロジ

ェクト」の要望背景及び協力の方向性の確認も行った。 

 

① ドラフトファイナルレポートを先方 C/P 他関連機関に協議・説明し、先方の修整・

加筆希望項目を明確にする。その上で Steering Committee で MM 署名を行う。 

② ウルグアイ国に対する大口援助機関である米州開発銀行（IDB）・世界銀行（WB）

との協議をワシントン及び現地でそれぞれ実施し、本件で提案される統合マスタ

ープランの共有、また今後の援助展開について意見交換を行う。 

③ 調査内で実施した能力強化に係る活動「フェーズⅡ（パイロットプロジェクト 1

～6）、フェーズⅢ（ドラフト統合 M/P の実行）、フェーズⅣ（ドラフト統合 M/P

の実行部分）」に対して技術移転の達成度（5項目評価）を実施する。 

④ Technical Seminar の実施。 

⑤ 平成 18 年度申請案件技プロ「サンタルシア川流域汚染源管理プロジェクト」の要

望の背景及び協力の方向性の確認 

 
（２）事前調査団の構成 

 
 担当業務 所属 

山田 泰造 総括 (独)国際協力機構 国際協力総合研修所  

国際協力専門員 

大沼 克弘 水質管理行政 国土交通省国土技術政策総合研究所  

環境研究部 河川環境研究室主任研究官 

竹内 友規 協力企画 （独）国際協力機構 地球環境部第３グループ 

水資源・防災第1チーム ジュニア専門員 

氏家 寿之 評価分析 日本工営株式会社 

Masaru 

Kanashiro 

通訳 個人通訳 
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（３）調査日程 

 

  官団員 コンサルタント団員 

1 11/11(土) 日本発 

2 11/12(日) モンテヴィデオ着 

3 11/13(月) 大使館訪問・カウンターパートと協議 

4 11/14(火) IMF・IML へのインタヴュー 

5 11/15(水) DINAMA・OSE へのインタビュー 

6 11/16(木) 現地調査、IMC・DINAMA の水質分析室へ
のインタヴュー 

7 11/17(金) DINAMA・IMSJ・IMM へのインタヴュー 

8 11/18(土) 

 

9 11/19(日)  

報告書作成 

10 11/20(月) 成田→ワシントン着 
団内会議（ワシントン泊） 

IMM 水質分析室へのインタヴュー 

11 11/21(火) JICA ワシントン DINAMA・RENARE へのインタヴュー 

12 11/22(水)  
団内会議 

RENARE へのインタヴュー 
団内会議 

13 11/23(木) DINAMA 側と協議 

14 11/24(金) JCC 会議に参加（氏家コンサルタント団員 モンテヴィデオ発） 

15 11/25(土) 現地調査  

16 11/26(日) 団内会議 日本着 

17 11/27(月) 申請案件に関する協議 
IDB 訪問 

 

18 11/28(火) DINASA 訪問 
DINAMA 水質分析室訪問 

 

19 11/29(水) 環境部局長訪問 
環境管理部訪問 

 

20 11/30(木) テクニカルセミナーに参加 
大使館訪問 
山田団長 モンテヴィデオ発 

 

21 12/1(金) 現地調査 
大沼・竹内両団員  
モンテヴィデオ発 

 

22 12/2(土) 山田団長日本着  

23 12/3(日) 大沼・竹内両団員  
モンテヴィデオ発 

 

 
１－３ 対処方針に基づくモニタリング調査結果の概略 

本調査の目的及び派遣前に定められた対処方針に基づき、本モニタリング調査の調査結果

の概略を以下に示す。「(4) 技術移転の達成度」については第２章以降に詳細を述べる。 
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項目 対処方針 
調査結果 

(1) Steering Committeeとの協議

（DF/R説明） 

1) 今までの業務実施ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのC/Pとの活動過程を

踏まえ、DF/Rの基本方針についてC/Pと合意する。

 

2) DF/Rに対する正式な回答取り付けはアルゼンチ

ン事務所を通じて行うこととする。回答期限は一

ヶ月とするが、現地の状況を見て柔軟に対応す

る。 

 

上記の点を踏まえてMMを作成する。 

11月24日（金）にDINASA内の会議室において、大使館か

ら櫻井書記官・森職員の出席の下、予定通り実施された。

出席者はOSE、各自治体などを含めた29人。 

 

1） DF/Rについて 

DF/Rについては細かな記述の修正希望が出たが基本

方針については概ね合意を得た。先方からは、いま

だ汚染源管理をはじめとする能力向上といった点で

は不十分で支援を必要としていることが強調され

た。DF/Rに対する回答期限は12月27日とした。提出

先はJICAウルグアイ事務所として、その後アルゼン

チン事務所・JICA本部にウルグアイ事務所を通じて

転送することとした。 

 

2） 新規案件について 

本会議の席上で、C/P側から新規要望案件について、

① 汚染源管理、② GISシステムの構築、③ 政策策

定を実施する上で必要な水質シミュレーションモデ

ルの構築、④ 「①、②、③」に係る機器の供与、と

いった希望が出された。これに対して山田総括から、

新規案件の採択についてはまだ検討中だが、要望さ

れる事項の前提として“Committee for the 

Implementation of the Master Plan DINAMA/JICA in 

the Basin of Santa Lucía River and Sub-Basins of 

Carrasco and Pando Streams”が機能することが重

要であるといったコメントが出された。 

 

(2) 世銀、米州開発銀行との協議 1) 統合M/Pの説明 

 

2) 統合M/Pの実行項目の中で先方機関の関心（協力

1） について 

佐々部開発調査団長から説明を行った。 

2） について 
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項目 対処方針 
調査結果 

可能性のある）項目の確認 

 

 

 

 

 

 

3) 両機関の対「ウ」協力/援助計画の内容確認 

4) 「ウ」国で実施中の関連プロジェクトの進捗状

況・課題等の確認 

5) WBによる① 包括的水資源管理の構築、② 水質汚

濁対策を対象としたCDMの進捗、③ Policy 

Lendingにおける環境分野の動向、④ Public 

Sector Reformにおける水環境行政分野の活動、

といった分野の活動状況を確認する。 

 

6) 上記を踏まえた上で、本年度申請案件である技プ

ロ「サンタルシア川流域汚染源管理プロジェク

ト」と先方の計画に重複がないか確認する。 

WBからはウルグアイでは水セクターをはじめとする

Public Sector Reformが実施されているなか、本件

の関連機関の連携を含めている統合M/Pに対して高

い関心を示した。特にサンタルシア川流域評議会、

関連機関の連携による共同水質モニタリングシステ

ムについては関心があるようだった。 

 

3）、4）、5）について 

WBは現在① Public Sector Reform、② DINASAを通

じて統合水資源管理の技術協力プロジェクトを実施

している。一方、IDBでは① 下水道関連に関する融

資の実施、② DINAMA・DINASAを対象とした環境行政

に関する組織強化に係る技術協力プロジェクトを実

施予定。WBからは、JICAの新規案件とは協力体制を

築きたいといったコメントが出ていた。 

 

6） について 

IDB・WB共に環境行政を含めた行政機構の組織改革、

また下水道システムの建設といった分野を対象とし

ており、新規案件との直接的な重複はないようであ

る。しかし、WB・IDBが進める行政機構改革を通じて、

関連機関を含めた水セクターに関する各組織の役割

分担は大きく変化する可能性がある。 

 

＜追記＞ 

水セクターにおけるDINASA・DINAMAの役割についてはWB

本部・IDB本部・IDBウルグアイ事務所でそれぞれの見解

がある。一つ目はDINASAが水分野を一元的に管理し、

DINAMAは水環境を除いた環境分野を担当する。二つ目は

DINASAは水分野の政策面を担当し、DINAMAはこれまでど
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項目 対処方針 
調査結果 

おり水質管理を含めた環境分野を担当する見方である。

いずれにしても今後の動きを注視する必要がある。 

(3) 大使館との協議 

 

 

1) DF/Rのポイント、これまでの活動状況、今後の予

定等の説明 

 

2) 本年度実施案件である技プロ「サンタルシア川流

域汚染源管理プロジェクト」に関する意見交換及

び意向確認 

1） について 

22日（水）に櫻井書記官を訪問し、説明を行った。 

 

2） について 

ウルグアイ国に関するODAタスクフォースの活動状

況を確認し、現在策定中の対ウルグアイ国経済支援

プログラムのひとつの柱として「環境分野（水質管

理も含む）」が挙げられていた。大使館としても水分

野の重要性を認識している。ウルグアイ国では今年

度新規技プロ案件は2案件だけなので、採択を望んで

いることを確認した。 

また、メルコスール諸国を対象とした環境分野（水

質管理）での技術協力についても意見交換を行った。 

(4) 技術移転の達成度（含む5項目

評価）  

1) 評価対象は「フェーズ Ⅱ（パイロットプロジェ

クト 1～6）、フェーズⅢ（ドラフト統合M/Pの実

行 ）、フェーズⅣ（ドラフト統合M/Pの実行部分）」

とする。 

2) 本評価結果は、あくまでJICAが独自に行う評価で

あり、技プロのようにC/Pとの合同評価は行わな

い。 

3) しかし､評価結果をC/Pと共有することは、今後の

統合M/Pの実施を考えてもC/P側にとって非常に

有益であるため、調査結果をSteering Committee

の場で発表し、MMには評価結果を記録としてとど

める形で別添として含めることとする。 

1） について 

当初予定通り行った。 

 

 

2）、3）について 

本案件の能力強化部分に対する5項目評価のうち、妥

当性、有効性、効率性、インパクトについては概ね

良好なようだった。また、評価結果についても先方

に好意的に受け取られていたようである。一方、自

立発展性については① 不透明な予算、② 離職した

場合の組織内での業務継続のメカニズムの不在など

の問題が、阻害要因（PDMでいう外部条件に近い）と

して挙げられていた。また調査期間日本人団員の不

在中に、SC meetingが実施されなかった事も問題点

のひとつとして挙げられていた。評価結果の詳細は
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項目 対処方針 
調査結果 

第２章以降に述べる。 

Steering Committee Meetingの席では、再度、山田

総括からJICAが独自で行う評価であることを十分に

説明し、評価結果に対するウルグアイ側のコメント

については本評価結果と合わせてJICAに報告するこ

とも付け加えた。 

(5) MMの署名 MMは英語で作成し、署名はSteering Committee と 開

発調査団団長の間で行い。山田総括は立会人として署

名する。また、(4)で述べたとおり、技術移転の達成

度の評価結果はMMとして別添として添付するが、あく

までJICA（開発調査団ではなく）が独自に行うもので

ある。このためMMの中に「本評価結果については開発

調査団ではなくJICA側の責任とする」といった但し書

きを書いた上で含める方針とする。 

 

当初、24日実施のSteering Committee Meetingの席上で

サインの予定だったが、先方サイナーの都合で29日にサ

インを行った。MMには① DR/Rについて、② 評価につい

て、③ 調査資機材の供与希望、に関する内容を盛り込ん

でいる。MMではThe Project TeamとThe Monitoring Team

を明確に書き分け、評価はMonitoring Teamが実施した、

と明記している。 

(6) テクニカルセミナーの実施 11月29日に実施予定のテクニカルセミナーに出席す

る。 

同セミナーでは山田総括から「Guide to JICA – 

Supporting Capacity Development in Water Quality 

Management」・大沼委員「Experience of Japan in Water 

Quality Management」についてそれぞれ発表を行う。

11月30日に変更の上で、大使館より後藤参事官の出席の

下で実施された。約40名の参加者があった。 

(7) 今年度申請案件の申請内容の

確認 

・ 先方の意向確認。 

・ 先方の実施体制の確認。 

C/Pからは新規案件を、汚染源管理に係る① GISシステム

の構築、② 政策策定を実施する上で必要な水質シミュレ

ーションモデルの構築、が目的であるとし、それに関係

した計測・モニタリングに関する機器の供与、が希望事

項として挙げられた。 

これら要望に対して協議した結果、モニタリング調査団

とC/Pの間の共通認識として、以下のようなことがあげら

れた。 

① シミュレーションモデル構築といった狭義の技術移
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項目 対処方針 
調査結果 

転だけではなく、DNH・OSE・自治体を含めたGIS・モデル

構築に必要なデータ提供に関する連携体制の確立が重

要。 

② 「政策策定を実施する上で必要な水質シミュレーショ

ンモデルの構築」の、「政策策定を実施する上で」の部分

について、具体的に関連機関のインセンティブの確保を

含めた活動を考える必要がある。 

③ Follow-up協議会の継続が新規案件実施においても重

要。 

その他、採択され事前調査が実施される場合、下記の点

を留意点にあげることができる。 

① 行政の水セクターの組織改革の動向（水セクターにお

けるDINASAの役割を含む）に対処したプロジェクト計画

の立案（来年3月にはWBの技術協力プロジェクトによって

DINASAからこれに関するプロポーザルが提出される）。 

② DINAMAの環境管理部と同じく環境質評価部、DINAMA

環境ラボの連携関係の確認 

③ DINAMAの技術能力・マネージメント能力・業務処理能

力の把握した上での投入計画の策定 

 

(8) 現地調査 ・ 流域内の県を訪問し、その汚染状況・各県の取組

状況を調査する。 

11月25日（土）および12月1日（金）にそれぞれ現地調査

を実施した。 
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１－４ 団員（水質管理行政）所感 

今回のモニタリング調査を通じて、「ウ」国の個人・組織レベルでの水質管理能力の向上

に当プロジェクトが大きく貢献していることが確認できた。とりわけ、定期水質モニタリン

グの実施、モニタリングマニュアルの整備、水質情報システムの整備等、モジュール No.3

での成果は高く評価できる。また、今回の「ウ」国訪問を通じて、水質モニタリングに関し

ては機材供与や各種研修も技術の底上げの点で大きく貢献していることを実感した。 

しかしながら、まだ水質マネジメントのスター

トラインに立ったにすぎない。持続可能な水質マ

ネジメントを行っていくためには、右のようなサ

イクルを確立していく必要があるが、そのために

は、まず水質の目標を設定し、その目標を達成す

るための計画を策定し、その計画を実行に移し、

その効果をモニタリング等を通じて点検し、その

結果を計画の見直しに反映させていく必要があ

る。すなわち、現在一律になっている水質環境基

準を利用目的等を勘案してきめ細かく設定して

いくという目標設定作業を早急に進め、その目標

を達成するため、水質シミュレーションモデルを構築し、そのモデルを活用し、費用対効果

を勘案し、関係機関と調整を図りつつ、さらに望ましくは市民の意見を聞きながら、汚濁負

荷削減計画を策定する必要がある。そのことからも、新規案件の採択が大きな推進力になる

ことは明らかである。また、このように位置づけられた汚濁負荷の削減計画により、関係部

局の役割分担も明確になる（そのため、計画策定の際は ST/C がその調整の場となると考え

られ、ST/C の活動の停滞は汚濁負荷削減計画策定の遅れにつながると思われる）。 

このようなマネジメントサイクルが確立できなければ、これまでの取り組みが水泡に帰す

恐れさえある。すなわち、時間が経過するにつれ人が入れかわり、何のためのモニタリング

なのか、何のための情報の共有化なのか、何のための ST/C なのか、何のためのパブリック

インボルブメントなのか・・・がだんだんわからなくなり、取り組みが次第に弱体化してい

く可能性もある。別途評価レポートにもあるように自立発展性の観点から危惧されることが

いまだ多い感がある。さらには、関係機関との連携や調整に関してはまだまだ不十分である

と感じた。 

以上のようなことを念頭に置きつつ、日本の水質管理制度について「ウ」国にとって特に

参考になりそうな部分を抽出してセミナーで紹介させていただいた次第である。本番では予

想以上に時間が足りなくなり、あらかじめ用意した材料の半分も紹介できなかったが、水質

環境基準とそれを達成させるための流域別下水道整備総合計画の策定プロセスに重点を置

いて説明し、環境目標を定めてそれを実現させるプランを策定しその実現状況をモニタリン

グしてその結果を計画に反映させるというマネジメントサイクルとそのための水質モニタ

リングの重要性を強調したつもりである。さらに、説明時間はあまりとれなかったもののこ

れらのプロセスを通じて様々な関係機関との調整を行っていることにも触れた。セミナーで

紹介しきれなかった、水質管理の制度的枠組み、GIS データベースを活用した水質シミュレ
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ーションモデルとそれを用いた施策検討例の紹介等は、12 月 18 日に当研究室で実施される

予定の C/P 研修で行っていく等、今後も日本国内からが中心ではあるが支援させていただく

所存である。 

最後になりましたが、今回のモニタリング調査にあたりご支援、ご協力いただいた、在「ウ」

国日本大使館、「ウ」国政府をはじめとする関係機関の方々にこの場を借りてお礼申し上げ

ます。 

 

（個人的感想） 

私個人としてはこれまでほとんど海外での仕事の経験がなかったことから、今回の「ウ」

国での調査では見るもの聞くものが新鮮なものばかりでした。日本では体験できない強烈な

悪臭を放つパンタノソ川等の都市部の中小河川の現状、日本の下水処理場しか見てこなかっ

た私にとっては処理とは呼べないような「ウ」国の下水処理の現状、さらには誰でも入れる

河川敷の放流桝からしみ出ている下水処理水、少ない予算ながらも日本での研修等で身につ

けたことを活用しつつラボの運営に尽力されている職員の方、日本国とは大きく異なる予算

執行体制・・・。日本の常識は世界の常識ではないことを実感するとともに、非先進国での

水環境管理のあり方についていろいろと考えさせられた２週間でした。 

 

１－５ 総括（国内支援委員長）所感 

今回、最終の現地モニタリング調査の実施にあたり、在ウルグアイ日本大使館の全面的な

支援を頂いたことに深くお礼申し上げます。これは、2003 年 10 月より開始した本案件の実

施期間中、また、それに先立つ、要請段階、予備調査、および事前調査段階総てにわたって

長期に頂いたご支援であることを申し添えます。 

 

本現地モニタリング調査においては、本帰国報告資料中「１－３ 対処方針に基づくモニ

タリング調査結果の概略」に調査団全体の検討と見解が反映されている。本所感は、これを

補足する目的で、小職のコメントを纏めたものである。 

 

（１）評価の実施： 

今回の評価の実施は、先方と対話を行う上で有用であった。先方の高い当事者意識が感

じられた。また、こうした評価の実施が先方の当事者意識の強化にも繋がっている。本評

価に関わる一連の先方との議論では、先方の本案件を見る眼は、かなり冷徹且つ仔細に及

んでいることが判った。それにも拘わらず、先方は本件に対して高い評価を行い、JICA

協力に対して感謝していることは特筆に価する。特に、DINAMA 環境質部のヒル部長、ガ

ブリエル職員は、本評価に対して分析的なコメントを行った。（例えば、水質フォーラム

を巡る評価など。）この内容に関しては、評価結果の一部として記録に留めることが望ま

れる。また、モンテヴィデオ県ガリノ氏による、「本案件は個人の体験としても良い経験

だったことを評価で拾い挙げて欲しい。」とのコメントもあった。本評価結果と先方のコ

メントは、本案件との関連案件や新規要請案件等の検討に際して活用されることが望まれ

る。 
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（２）サンホセ県ラボラトリ訪問（11/25）・JICA 研修コース・アクションプランの実施： 

サンホセ県ラボラトリに Carlos Lacava 氏を訪ねた。概要については訪問記録を参照さ

れたい。特に、先方の限られた資機材にも拘わらず、SISICA が稼動していることが確認

できた。更に、氏によれば SISILAB についても DINAMA より説明を受けており、将来的に

は SISILAB への参加を希望していることが確認された。これらは、本 JICA 協力によって

形成された DINAMA と自治体の連携の証である。Lacava 氏は、C/P 研修として、JICA 集団

研修「水環境モニタリング II」（本年 10-11 月 JICA 東京、環境省環境調査研修所にて実

施）に参加し、アクションプランを策定した。これは、家畜飼料用のビタミン Kを製造す

る企業から排出される 6価クロムによる地下水汚染のモニタリングを行うものであるが、

この実施に意欲を見せている。研修中に、環境省環境調査研修所渡辺教官から、当ラボで

現在利用できる機材である比色計を用いる方法を指導されたとのことであり、この実施に

向けて試薬購入のための来年度予算を準備しているとのことである。将来的には原子吸光

機による方法を希望している。アクションプランの実施において、引き続き渡辺教官に指

導を仰ぐように勧めた。本案件のフォローアップや次期案件で、こうした研修員によるア

クションプランの実施を支援できると良い。 

 

（３）「ウ」国水セクターと環境セクターの行政改革 

政府全体の行政改革が進行する中、水セクター、並行して、環境セクターの行政再編を

も視野に入れた検討が始まった。水セクターの行政改革案の検討は、世銀の支援による

DINASA に対する技術協力（Technical Assistance）で行われる。これは DINASA が（恐ら

くコンサルタントに発注して）行う調査であり、世銀はその資金を提供し、OPP が「ウ」

国側の窓口となっている。2007 年 3 月に調査結果が纏まり、これを基にして DINASA が、

大統領あるいは、住宅土地環境大臣に、水セクターの行政枠組みについて提言する。DINASA

を中心として、水セクターに関わる省庁の様々な再編が検討される可能性もある。世銀は

その結果を待って、彼らの今後の事業展開に反映させる意向である。検討内容については、

DINASA 局長からは具体的な内容を聞き出すことは出来なかったが、世銀、IDB、DINAMA

職員、JICA プロジェクトローカルスタッフからは、さまざまな見解が聞かれた。これら

は、総て仮説であるが、以下に可能性としての選択肢を整理する。 

 

① 水セクターは総て DINASA に移管、DINAMA は残りの環境分野を担当（独立した環

境省が設置される場合は、DINAMA の残り部分が環境省に吸収合併される。）（メ

キシコの国家水委員会のモデル） 

② DINASA は水質管理を含めた水セクターの政策部門を担当するが、水質管理の実施

部門（環境水質モニタリング、排水モニタリング、環境ラボ分析、汚染源対策実

施）は DINAMA の所掌として残る。この場合、現在 DINAMA が所管する政策立案部

分が DINASA に移るが、同時に水質管理における情報部分（水質情報など）も移る

可能性がある。 

③ DINASA は水セクターにおける様々な関連省庁（OSE、DNH、DINAMA、農牧省等）の

省庁横断的な連携の枠組みを提供するものであり、DINAMA、OSE、DNH 等の各関連
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機関の所掌事態には本質的な変更はない。 

 

「ウ」国の水セクターの行政改革においては、上下水道事業の効率性改善や、水資源利

用の枠組み作りが主な論点であり、世銀では、OSE を巡る改革が最も重要視されている。

水資源管理を所掌する DNH の関与は不明であり、世銀や IDB との接点は、現在のところ大

きくないようである。いずれにしても、DINAMA は変革の対象の中心ではない。 

 

これと並行して、現在の土地住宅環境省から環境省を独立させる方向での議論も

DINAMA 局長を含む関連各省の局長レベルで進行している模様である。この成り行きに関

しては、DINAMA 局長は明言を避けた。これとの関係は定かではないが、IDB が DINAMA や

DINASA を対象に環境管理の能力強化技術協力プロジェクト（予定 US$5M）を準備する予定

であり、現在、イタリア政府によるトラストファンド（10 万ドル）で、イタリアのコン

サルタント会社により本 IDB 技術協力プロジェクトの TOR 策定を行う予定である。モンテ

ヴィデオにおける IDB との面談によれば、主な内容は EIA（環境影響評価制度）の改善を

行うことが、IDB 側担当者の狙いである。しかし、対象機関に DINASA が含まれているこ

とから、水セクターに関しても何らかの検討が行われる可能性も否定できない。また、本

IDB 技術協力プロジェクトが、環境省設立を扱う可能性もありうる。（本案件のワシント

ン本部における担当者のランデズリは、独立した環境省を「ウ」国が設置することが、今

後、IDB が環境分野で「ウ」国に協力することの基本条件であると昨年、語っていた。）

最後に、本プロジェクトは有償であるとすれば、プロジェクトが本当に開始するためには、

融資に対する合意に達する必要がある。この状況は今回調査では、確認していない。 

 

JICA 新規案件の検討に際しては、これら水セクターと環境セクターの行革の今後の推

移に注視する必要がある。特に、水質管理における DINAMA の役割りを確認する必要があ

る。世銀の DINASA に対する TA、IDB の DINAMA に対する TA がこれを決定付ける可能性が

高い。一方で、これらの行革が終了するまで、JICA の協力は控えるという態度は賢明で

はない。本 JICA 協力によって、「ウ」国側に生じたサンタルシア流域における水質管理

のための関連機関の協調というモメンタムを活かすべきである。そのためには、サンタル

シア流域単位の水質管理の姿勢を堅持しつつ、重要ステークホルダーを引き続き関与させ

ながら、水質管理に拘わる DINAMA や県の実施部隊に対する支援を継続することが重要で

ある。状況の変化に対応しうる柔軟性を確保しつつ、なるべく切れ目のない協力を行う必

要がある。 

 

（４）新規要請案件に関連して 

トーレス DINAMA 局長、ヒル環境質評価部長、アギナガ環境質コントロール部長との個

別の意見交換、および、ステアリングコッミッティとテクニカルセミナーにおける、ヒル

部長からの新規要請案件に対する発表が行われた。また、カストロ環境ラボ所長との面談

も、新規要請案件に関連して参考になった。以上、新規案件に関して、DINAMA の主要な

スタッフとの意見交換を行うとともに、DINAMA から、「ウ」国側の関連機関に対する発

信が行われたことも有意義であった。以下に論点を纏める。 
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① プロジェクト活動の検討：要請内容原案を補完する必要性が高い。 

汚染源情報システムと汚濁シミュレーションモデルの構築と活用が可能となるた

めの条件を明らかにしてこれを整える必要がある。その一部は、本案件の実施の

ための先方が満たすべき前提条件となり、一部は新規案件の活動として実施する

べきであろう。 

 

② 実効性のある GIS と水質汚濁シミュレーションモデル構築のためには、水量（DNH

所掌）、都市部下水（OSE 所掌）、民間企業などの事業所（各自治体所掌）、酪

農農家や農地（農業省、業界組合）の情報を逐次、更新する必要がある。このた

めには、これらの主体の協調体制が基本的な要件となる。新規案件の準備と実施

における対処法としては、流域協議会の継続と強化を計り、これらのステークホ

ルダーへの便益を明らかにして、これらに対応したプロジェクトの活動内容を検

討する必要がある。 

 

③ 「GIS と水質汚濁シミュレーションモデルは水質管理における政策形成、実施の

ための手立てとして役立てる。」（要請書原案より引用）ことが重要であるが、

現在のところ、どのように手立てとして役立てるのか明らかではない。技術移転

により構築された GIS と水質汚濁シミュレーションモデルを活用することを、あ

る程度プロジェクト実施の一環として担保する必要性がある。これに対応するプ

ロジェクトの具体的な活動を設計する必要性が高い。一案として、プロジェクト

の活動内容にパイロットプロジェクトとして、モデル地区を設定しての汚濁対策

計画の策定、汚濁対策の実施、汚染源モニタリングと対策実施に関わる組織間連

携体制の構築（合意書の締結など）を行うことが考えられる。 

 

④ 連携体制の確保： 

サンタルシア流域単位の水質管理への連携体制造りは、本プロジェクトにより端

緒についたものの、未完成であり、今後の JICA 協力でこれを支援することは重要

である。流域レベル（関連中央政府機関、県）協議会の継続・強化は今後も必要

である。また、DINAMA 内部の各部署（環境質評価部、環境質コントロール部、環

境ラボ）の連携も本プロジェクトにより強化されたが、今後もその継続・強化が

重要であり、新規案件の中で、必要最小限度のものは新規プロジェクトの活動と

して実施する必要性は極めて高い。 

 

a. DINAMA 内部の連携強化の必要性： 

（環境質評価部、環境質コントロール部、環境ラボ）の３者が中心となる。新規

案件はこれらの３部が主体的に参加できる活動内容を検討する必要がある。 

b. 流域単位における関連機関の連携の必要性： 

・ 汚染源情報データベース、汚濁シミュレーションモデル構築に必要な連携

（DNH、OSE、農牧省、県など） 
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・ この活用（汚染源対策策定など）に必要な連携（県、事業者、市民） 

 
 

c. インフラとしての精度管理に係る連携（DINAMA 環境ラボ、県、その他のラ

ボ）:SISICA への継続支援、SISILAB や“NET”の精度管理の体制づくりへの支

援。 

 

⑤ 次期案件においても先方の提案によるパイロットプロジェクトを行うことが、サ

ンタルシア流域の水質管理に関わるステークホルダーに各々が受ける便益を認識

させて、当事者意識を醸成することにも繋がる。 

 

⑥ 更に、汚染源である事業者、市民等にたいする啓発活動を考える必要あり。 
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第２章 評価 5 項目による評価の位置づけと方法・手順 

 

２－１ 評価の手法 

本調査においては、JICA のプロジェクト管理に使用されている Project Cycle Management

（PCM）手法に基づいて、評価を実施した。評価対象期間はフェーズⅡ（2004 年 6 月）-フ

ェーズⅣ（2006 年 12 月）とした。 

 

２－２ 評価の位置づけ 

（１）評価結果は、あくまでも JICA が独自に行う評価であり、C/P と共に評価・検討する

ものではない。しかし、評価結果を C/P と共有することは今後の統合 M/P の実施に際し

有益と考えられるところ ST/C の場で発表し、MM には評価結果を記録としてとどめる形で

別添として含めることとした。 

 

（２）JICA 内部の位置づけとしては、本開発調査中に実施した能力強化に係る活動を評価

対象としており、開発調査そのものを評価するものではない。 

 

２－３ 評価手順 

（１）国内作業 

１）評価用 PDM（PDMe）の作成 

本評価分析調査の方法・手順は、以下に示すとおりである。 

評価はフェーズⅡ開始時（2004 年 6 月）に作成された PDM（PDM0：添付資料 1参照）に

基づき、これまでの技術移転（フェーズⅡ、Ⅲ、Ⅳに相当）に対して行うものの、数回

に渡り PDM が変更されている経緯等を鑑み、プロジェクトの実施内容に基づいて添付の

とおり PDMe(添付資料 2 参照)を作成した。ただし、プロジェクト目標及び成果は修正し

ないもののとした。活動については、評価対象期間である 2004 年 6 月-2006 年 12 月に行

われた（行われる予定である）もののみを抽出した（一部、2006 年の後半に行われる活

動に関して確認の必要有り）。評価は同 PDMe に基づき行うことを原則とするが、最終的

には現地調査に基づいた変更もありうるものとした。 

 

２）初期値の設定： 

DINAMA 及び関係諸機関（Santa Lucia River Basin 5 県、OSE、DNH、RENARE）の調査

開始時（2004 年 6 月）の個人、組織、制度・社会システムの各面から見た水質管理能力

に関して、予備調査報告書等から読み取れる事項に加え関係者による議論を踏まえて、

下記のとおり整理した。 
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レベル 内容 水質管理能力 

個人 水質管理に関する個々の人

材の知識、能力、技能、技術、

知識、意志、責任感等 

- ごく限られた職員の水質に関する知識・能力は高いが、

他の職員の知識・意識は概して低い 

 

組織 組織形態、ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ﾘｰﾀﾞｰｼｯ

ﾌﾟ、組織内の問題意識 

- DINAMA（ECD）が水質管理の中心を担っているが、関連す

る他の組織との連携や調整メカニズムが不十分である 

- 各種施策・対策に利用可能な水質ﾃﾞｰﾀは殆んど存在しな

いことから（僅かに個人のパソコンにのみ存在）、水質汚

濁の状況や、水質汚濁の要因（汚濁源）を特定した対応

策の立案や実施が出来ない 

- 予算管理が徹底しておらず予算項目の達成が不十分 

- DINAMA として企業の公害防止を推進するための施策立案

や技術的助言などは行っていない 

 人的資産： 

水質管理の技術・管理・計画

の人材の能力 

- 正式な水質課職員は 2 名（他は契約社員）で人材不足で

あり、部員間の技術移転も十分でない 

- 水質管理に係る国（DINAMA）、県との連携が不十分である

- 大学、行政研究所（LATU 等）、関連業界が連携する仕組

みがない 

 知的資産： 

水質管理のﾉｳﾊｳ、企業の環境

管理、水質情報、調査研究成

果、ﾏﾆｭｱﾙ 

- 水質モニタリング計画はない 

- 水質モニタリングのデータベースはない 

- 水質データが、環境情報報告書（SOE）や Website として

開示されたり、水質管理の強化に活用されていない 

- 水質汚濁の重点地域、重点企業などは把握されているが、

汚濁負荷削減の指導や技術的な助言はできない 

- 水質管理に係る技術的なマニュアル類が整備されていな

い 

 物的資産： 

水質管理に必要な財政・ 

施設・機材 

- ラボは機能しているが、分析項目・検体数は限定される

- 施設整備に対する予算処置が不十分である 

制度・社会 法制度： 

法体系、基本法、個別法 

- 水質管理関係の法令は整備されている一方で、そのｴﾝﾌｫ

ｰｽﾒﾝﾄは弱い 

 基準： 

環境基準、排水規準 

- 水質汚濁防止法に基づき水域の水質基準、排水規準が定

められている。公式には DINAMA が主導権を行使して管理

することとなっているが、モンテヴィデオ県環境部局の

能力が充実しており、十分な指導力が発揮できていない。

 政策と政治： 

国・地方における政策、目標

- 他ドナーにより水質に関連した調査・計画策定が行われ

ているが、DINAMA との調整がなされていない 

- モンテヴィデオ県は産業公害低減計画を策定している

が、DINAMA との調整はなされていない 

 社会インフラ - ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを含む通信環境は整備されているが、DINAMA 水

質課には情報処理ﾈｯﾄﾜｰｸが導入されていない 

 水質管理に係る社会組織 - DINAMA による水質汚濁に関する啓発活動・環境教育活動

は、限られている。 

 

３）調査表（調査グリッド）の作成 

PDMe を基にして本調査に必要な主要調査項目と情報収集方法を網羅した① 実績評価

グリッド、② 調査グリッドといった 2種類の評価グリッドを作成した。 

 

（２）現地作業 

１）情報の収集 
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以下の手段により情報を収集した 

・ 質問票回答の回収・整理 

・ プロジェクト関係者との面談調査 

・ 現地踏査（ラボ・河川等） 

 

６）モニタリング調査団及び開発調査団との協議の上で評価原案をまとめ、これに関し

て DINAMA 環境質評価局長（Ms. Magdarena）、同水質課長（Mr. Gabriel）と協議し

た。 

 

７）ST/C にて評価結果を報告。基本的に、関係者の同意を得た。 

 



21 

第３章 評価結果 

 

３－１ 達成状況 

PDMe に基づく成果、プロジェクト目標、上位目標の達成状況は、実績表（添付資料 7）

に示すとおりであり、4成果はプロジェクト開始時に想定していたと考えられるレベルまで

概ね達成していると言え、これらの成果の達成が「DINAMA と関係諸機関の水質管理能力の

向上」に寄与した。外部要因としては、「DINAMA と関係機関の協調体制が持続されること」、

「汚染源管理や水質モニタリングに係る技術移転を受けた DINAMA 及び各県の職員が継続的

に働き続けること」が挙げられるが、DINAMA 職員の一部に離職者が出たものの総じてこれ

らの外部要因が満たされており、プロジェクト目標の達成に貢献したものと考えられる。 

 

３－２ 実施プロセス 

実施プロセスは評価グリッド（添付資料 5）に示すとおりであり、PDMe で整理した活動

（プロジェクトで予定されていた活動）は、一部に遅れが見られるものの概ね計画どおり

実施された。遅れの原因には、政権交代や離職者の発生が挙げられるが、係る状況下でも

活動が継続されたことは評価される。なお、プロジェクト活動を通じて、DINAMA 及び関係

諸機関においては、水質管理の必要性・重要性の認識は大きく高まるとともに、コミュニ

ケーションが向上し、プロジェクト活動の実施に良い影響を与えた。しかしながら、DINAMA

の Director がプロジェクト期間中に頻繁に入れ替わったことは、プロジェクトの進捗に少

なからず影響を与えた。 

 

３－３ 評価 5項目による評価 

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価結果は、

添付評価グリッド及び下記に示すとおり。 

 

（１）妥当性に関わる項目 

- モンテヴィデオ首都圏にはウルグアイ国の人口の約 6割（約 190 万人）が居住してい

る。プロジェクトの対象とした Santa Lucia River が同人口の水源としても利用され

ていることから水質管理の必要性は高く、上水事業を担う国家衛生局（OSE）やモン

テヴィデオ首都圏住民のニーズにも合致している。 

- 大統領の公約にも環境問題・DINAMA の行政能力向上が挙げられており、係る事項に対

処するためには、DINAMA や関係する県の行政能力向上が必要とされており、プロジェ

クト目標は、国・県の環境政策策定の方向性に沿ったものである。一方、OSE、DNH、

RENARE などの国レベルの機関はターゲットグループとして予定していたものの、参加

の機会は限られた。 

 

（２）有効性に関わる項目 

- プロジェクト目標の達成のために、PDMe では各モジュールに対応して 4つの成果を設
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定した。水質管理能力は個人、組織、制度・社会システムの観点から評価できるが、

4 つの成果（モジュール）はこれらの評価項目をカバーするように設定されており、

「DINAMA と関係諸機関の水質管理能力」の基礎を成すものである。他方、統合 M/P は

各モジュールに対応して策定されており、有効性は高いと評価される。 

 

（３）効率性に関わる項目 

- プロジェクト期間中、ウルグアイ側（DINAMA・県）からカウンターパート（C/P）が

配置されるとともに、活動のテーマに応じて、C/P 以外の職員も適宜、参加した。ま

た、プロジェクト活動はウルグアイ側（DINAMA・県）の通常予算の範囲で、通常使用

しているモニタリング機材等を用いて実施したことから、効率的な資機材・金銭の投

入であった。 

- 日本側（JICA）による人的投入は、JICA 調査団、JCPP によるチリ人専門家、シニア

ボランティアであった。プロジェクトの途中では DINAMA からの要請に基づき、ラボ

運営管理団員の追加派遣（1.67M/M）も行われた。金銭的及び資機材の投入は、機材

供与（水質検査機器、事務機器）、本邦研修、現地運営費である。特に資機材は、モ

ニタリング計画と各ラボの能力に応じて必要 小限に投入されており、効率的な金銭

及び資機材の投入であった。 

 

（４）インパクトに関わる項目 

- 上位目標である「モンテヴィデオ首都圏の河川水質が改善される」「公衆衛生環境が

改善される」「水質汚濁の進行が妨げられる」は、プロジェクト終了後においても様々

なシステム、メカニズム、制度等が構築されたことから、DINAMA と関係諸機関の水質

管理能力は着実に向上していくと判断されるが、上位目標の達成には、今後、具体的

な水質管理目標の設定や汚染源管理の仕組み（役割）構築・実施が必要と考えられる。

但し、ウルグアイ国における公共セクターのリフォームが、外部要因（達成に際して

の阻害要因）として考えられる。 

- 流域単位での水質管理に関する枠組みづくりはウルグアイ国では初の試みであり、今

後、同様な考え方が他の流域にも波及することが考えられる。実際、DINAMA は本プロ

ジェクト活動と同様な活動をウルグアイ国全域に展開したいとしており、刺激を受け

た県サイドからも設立に向けた要請が出される可能性もあることから、他県へ展開す

る見込みがある。なお、予想していなかった負のインパクトは特に認められず、また

発生する見込みも少ないと考える。 

 

（５）自立発展性に関わる項目 

- DINAMA のスタッフは、プロジェクト終了後も統合 M/P に示された活動を継続する能力

は十分有するものの、モニタリング結果の評価や結果を具体的な施策として展開して

いく技術は十分でない。人員については、これまでもラボ職員を除き離職者が多く出

ていることを考えると今後も係る状況の発生が想定されるが、DINAMA は職員の増加を

予定しており、組織として統合 M/P に示された活動を継続する能力は有すると考えら

れる。一方、県においては、プロジェクトに従事した、ないし本邦研修に参加した職
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員は、これまでの状況から判断し、プロジェクト終了後も継続して同じ Division、な

いし水質管理に関する業務に従事すると見込まれる。 

- ウルグアイ国の行政においては、実務者レベルに予算積算や執行の権限、役割を与え

られておらず、現行の予算システムでは DINAMA・県における活動を維持するための財

政的な担保（予算確保）の確認は難しい。しかし、DINAMA 環境質評価課や各県の実務

担当者は策定した水質モニタリング計画や統合 M/P に基づき必要な活動の実施を上層

部に上げており、これらに基づいた予算確保が期待される。なお、DINAMA においては、

全体で約 30 名の新規採用を予定しており、間接的にではあるが活動に必要な予算増

が期待される。 

- プロジェクト（調査団による指導・協働、本邦研修、ICPP）で移転された技術（水質

モニタリング、ラボ管理技術、汚染源管理、環境情報管理技術等）は、DINAMA・県に

受け入れられている。メカニズムとしての関係機関の連携による水質管理への取り組

みも、関係者から高く評価されている。 

 

３－４ 水質管理能力向上に関するプロジェクト活動の寄与の確認 

水質管理能力に関し、個人、組織、制度・社会システムに大別して、プロジェクト開始

時と現段階での状況を比較し、プロジェクトが能力向上にどのように寄与したか、確認し

た。その結果は添付資料 9のとおりである。 

 

３－５ 結論 

5 項目による評価においては、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性がそれ

ぞれ確認された。一部の活動に遅れはあるもののプロジェクト実施中に水質管理能力に関

連して様々なシステム、メカニズム、制度等が多かれ少なかれプロジェクトの貢献により

構築されており、総体的に DINAMA と関係諸機関の水質管理能力は着実に向上していると判

断される。しかしながら、これらの活動、関係機関の連携、社会システムの構築・醸成は、

まだ緒についたばかりの段階であり、今後、関係者の強いコミットメントと努力が望まれ

る。 
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第４章 教訓・提言 

 

４－１ 教訓 

（１）プロジェクト開始当初、ウルグアイ側には、キャパシティ・ディベロップメントに

関する調査ではなく、水質管理に関する M/P 策定であるとの理解者が多く、プロジェク

トの性格の理解を得るのに時間を要した。事前のウルグアイ側関係者への周知徹底がプ

ロジェクトを効率的に進める上で必要であった。 

 

（２）SISICA の構築は DINAMA と関係機関の連携強化にハード面から多大な効果があったと

考えられ、ソフト・ハードの両面からのアプローチの重要性が認識された。 

 

（３）持続的な水質モニタリングの実施にはその動機付けも必要なところ、モニタリング

結果の評価に関する技術移転がなされれば、より継続性の確保にも繋がったものと考え

られる。特に、フェーズⅢはドラフト統合 M/P の実施・フォローアップ期間中であった

ものの、「水質管理技術・水環境情報整備」の団員が派遣されれば、より効率的な水質評

価等に関する技術移転が可能であった。 

 

（４）プロジェクトでは、県（ラボ）の水質管理能力の底上げがなされ、DINAMA や IMM に

対する技術移転は本邦研修や JCPP が効果的であった。各機関のレベルに応じた技術移転

が計画・実施されるべきであった一方、プロジェクト活動とともに、本邦研修や JCPP の

組み合わせによる技術移転が、相乗効果を生み効果的であった。 

 

４－２ 提言 

（１）PDMe に基づく成果、プロジェクト目標の達成状況はプロジェクト開始時に想定して

いたと考えられるレベル（指標を満足するレベル）まで概ね達成していると言えるが、

DINAMA 及び関係諸機関（県）では、その受け止め方がマチマチである。プロジェクト開

始時において水質管理能力に係る関係者で明確な管理能力に係る現状把握と目標（設定）

の共有化がなされれば、それによる水質管理能力の共通の理解から、プロジェクト当初

から共通の目標達成を目指した効率的な活動が可能であったと考えられる。今後、2013

年に向けて統合 M/P を実施に移すに際しても、目指すべきレベルを明確にすることが望

まれる。 

 

（２）水質と水量が密接な関係にあるところ、DNH はオブザーバー的な参加に留まった。モ

ニタリング地点の選定に DNH の流量観測地点と調整することにより、より効果的なモニ

タリング計画の策定と実施体制の構築が可能であること、水質汚濁負荷機構の解析に資

することが可能であることから、DNH との連携強化が望まれる。 

 

（３）今後の Santa Lucia River Basin の水質管理には、下流域の受益者であり、しかも
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比較的高い水質管理能力を有する IMM が他 4 県を支援する枠組みの構築も検討されるべ

きである。それには、上流と下流の住民の交流促進などが一助になるものと考えられ、

そのためにも流域協議会の設置が望まれる。 

 

（４）JCPP のチリ環境センター専門家による DINAMA ラボへの技術指導は、対象分野のニー

ズが高かったこと、西語での指導がなされたことから効果的であったところ継続的な連

携が望まれる。一方、「ウ」国内にも LATU などレベルの高いラボが存在するため、これ

ら機関との連携強化（例えば、標準分析方法・ラボ管理に関する情報交換、比較分析）

が望まれる。 

 

（５）職員の異動や離職した場合の活動継続に関するメカニズムが存在しないため、仮に

離職者が出た場合に備えて組織内での情報・知識・技術の共有などの対応策が必要であ

り、文書管理や各手順のマニュアル化などの徹底や、定着率を見込んだ人材育成計画が

策定・実施されることが望まれる。 

 

（６）「ウ」国の行政においては、実務者レベルに予算積算や執行の権限、役割を与えられ

ておらず、現行の予算システムでは DINAMA・県における活動を維持するための財政的な

担保（予算確保）は難しい。しかし、策定した水質モニタリング計画や統合 M/P に基づ

き必要な活動の実施を上層部に上げる際、常に必要となる予算申請も行う組織文化を醸

成する必要がある。 

 

（７）水質モニタリングに関する合意書締結は関係者から高く評価されているが、具体的

な水質管理目標や汚染源管理の仕組み（役割分担）などが記載されておらず、OSE、DNH、

RENARE などの国レベルの関係機関が参加していないことから、更なる展開が望まれる。

特に、今後も水質モニタリングを継続させるためには、そのモニタリング結果の評価・

活用などの動機付けも不可欠である。現段階では、このモニタリング結果の評価・活用

に係る技術が DINAMA 及び関係諸機関で不足しており、JICA によるフォローアップが検討

されるべきである。 

 

（８）またフォローアップにおいては、各関係機関が統合マスタープランに示された活動

を実行しやすいように、各機関（特に流域 5 県）別の具体的なアクションを示したアク

ションプランの策定支援を行うことが望まれる。 
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